


序　文

公益社団法人日本放射線腫瘍学会理事長
茂松　直之

本邦のがん患者数は増加の一途であり，現状国民の 3 人に 1 人ががんに罹患し，3 人に 1 人がが
んで亡くなるという，日本人の死因の圧倒的な第一位となっています。しかしながら，様々な治療
法の進歩によりすべてのがんを総計した 5 年生存率は 60％を超えています。

放射線治療は，手術，抗がん剤による薬物療法と共に，がん治療の 3 本の柱の重要な一つです。
多くのがんに放射線治療が行われ，放射線治療は，その多くの固形がんで手術とほぼ同様の治療効
果が期待できると考えています。また，がんの進行に伴う痛みや出血などの症状の緩和にも，大き
な役割を果たしています。しかしながら，放射線治療の実施適応数は，欧米諸国に比べると極めて
少なく，日本でのがん患者での放射線の適用は，25％にとどまっています。この適用率は，欧米に
比べると 2 分の 1 以下となっています。
『放射線治療計画ガイドライン』は，日本放射線科専門医会・医会の放射線診療ガイドライン策

定事業の一環として，第 1 版が 2004 年に発刊され，その後 4 年ごとに改訂版が出版され，ガイド
ラインの内容も三次元治療，強度変調放射線治療，画像誘導放射線治療，定位放射線治療などの高
精度放射線治療の適応に対応できるように発展してきました。2012 年版からは，JASTRO 単独責
任編集となり，今回，『放射線治療計画ガイドライン 2020 年版』が出版されることとなりました。
本書は近年の放射線治療の目覚ましい発展の報告を加味し，安全かつ効果的な高精度放射線治療の
推進に大いに役立つものと思われます。

本ガイドラインは放射線治療計画のガイドラインであり，通常の診療ガイドラインが evidence-
based medicine の手法に基づいて記載されておりますが，放射線治療計画に関するエビデンスは
限られている現状もあり，これまでと同様，臓器別の専門家のコンセンサスに基づいている面があ
ります。今回の改訂では，近年大きく進歩し展開している，強度変調放射線治療・画像誘導放射線
治療に加え陽子線・炭素線による粒子線治療などの照射法についても詳細に解説いたしました。原
稿は JASTRO ガイドライン委員会（秋元哲夫委員長）の責任で編集され，JASTRO 理事などの外
部評価ののち完成し発刊に至りました。

本ガイドラインが実際の臨床現場で日々放射線治療に携わる放射線腫瘍医の指針となり，ここに
示された放射線治療計画が，本邦の放射線治療の標準となり，安全かつ効果的な放射線治療の推進
につながることを期待します。最後に，本ガイドラインの編集に携わったガイドライン委員，執筆
者，外部評価委員の方々に感謝の意を表します。

2020 年 10 月
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放射線治療計画ガイドライン 2020 年版（改訂第 5版）発刊にあたって

ガイドライン委員長　秋元哲夫
ガイドライン改訂作業委員長　中山優子

日本放射線腫瘍学会（JASTRO）ガイドライン委員会では，2004 年の第 1 版，2008 年の第 2 版，
2012 年の第 3 版，2016 年の第 4 版を経て，体幹部定位放射線治療の適応拡大や陽子線治療および
重粒子線治療の保険収載なども反映した 2020 年改訂第 5 版を出版する運びとなった。第 3 版以降
は，日本放射線腫瘍学会の単独編集となっています。

本ガイドラインは名前に示す通り放射線治療計画に関するガイドラインで，診療ガイドラインは
evidence-based medicine（EBM）の手法に基づいて記載されていますが，放射線治療計画自体に
関するエビデンスは限られており，これまでの版と同様に根拠となる新規の論文などはアップデー
トし，そのエビデンスレベルを反映しつつも専門家のコンセンサスに基づいて記載されています。
このため本ガイドラインではクリニカルクエスチョンと推奨レベルという診療ガイドラインの形式
は採用していません。

2016 年版から頭頸部癌，肺癌，乳癌，食道癌などの代表的な疾患でのアトラスも掲載され，今
回の改訂でもそのアップデートを含めてそのスタイルを堅持しています。さらに改訂に際しても，
2016 年版で改訂すべき点や追加すべき内容などのパブコメを会員からいただき，各項目の内容に
反映しています。改訂ごとに治療計画で記載すべき内容が多岐にわたり詳細になってきていますの
で，前版から採用している骨子となる本文の記載に加えて，その解説を青字で記載する形式を踏襲
し，読者の理解を助ける形式を継続採用しています。さらに 2016 年版からの改訂ポイントを明確
にするため，各章に章扉を今回から新設して，各項目の改訂ポイントが一目で把握できるようにし
ました。

2004 年の第 1 版から現在までに，がん治療領域でも多くの診療ガイドラインが発刊 ･ 改訂され，
がん治療におけるガイドラインの位置づけとその重要性が益々大きくなっています。上記のように
放射線治療計画ガイドラインは診療ガイドラインとはその形式や構成も異なりますが，ほとんどの
疾患の診療ガイドラインには放射線治療とそのエビデンスの記載があり，本ガイドライン作成に参
画している多くの放射線腫瘍医が作成委員として診療ガイドライン作成に関わっています。その際
に，放射線治療の方法や詳細が本放射線治療計画ガイドラインに委ねられることも少なくありませ
ん。そのため，本改訂でも，他の診療ガイドラインとの整合性にも配慮し，がん診療において放射
線治療の適応とその実際の方法が本放射線治療計画ガイドラインを読めば，外科や化学療法などの
他の専門領域の専門家にもわかるような充実した内容になっていると自負しています。放射線治療
計画ガイドライン 2020 も多くの方々に読んで頂き，前版から更に充実したと評価されるように，
改訂作業に関わった一同願っています。

2020 年 10 月
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作成資金と利益相反

本ガイドライン作成に要したすべての費用は，日本放射線腫瘍学会が負担し，企業からの資金提供は受けていない。
また，本ガイドラインの作成に関わるすべての委員は，日本放射線腫瘍学会の利益相反（COI）規定に基づいて申告
を行った。以下に COI があった委員のみの，その COI を掲載し，開示すべき COI がない委員については割愛した。

注 1　開示すべき COI がない委員の掲載は割愛した。
注 2：「1．顧問」，「9．その他」については該当する委員がいなかったことから割愛した。
注 3：開示はガイドライン公表時から過去 3 年分の 1 年ごとに行った。（2017-2019 年）

氏名（所属） 年 2．株保
有・利益

3．特許 
使用料 4．講演料 5． 

原稿料 6．研究費 7．寄附金 8．寄附講座 組織 COI_ 
6．研究費

組織 COI_ 
7．寄附金

青山 英史
（北海道大学）

2017 年 なし なし なし なし なし 富 士 フ イ ル ム RI
ファーマ，エーザイ，
第一三共

なし なし なし

2018 年 なし なし なし なし なし 富 士 フ イ ル ム RI
ファーマ，第一三共

なし なし なし

2019 年 なし なし なし なし なし 富士フイルム富山化
学，第一三共

なし なし なし

浅井 佳央里
（九州大学）

2017 年 なし なし なし なし なし なし 富士フイルム
メディカル

なし なし

2018 年 なし なし なし なし なし なし 富士フイルム
メディカル

なし なし

2019 年 なし なし なし なし なし なし 富士フイルム
メディカル

なし なし

伊丹 純
（国立がん研
究センター中
央病院）

2017 年 なし なし なし なし エレクタ，Kay’s 
Japan

なし なし なし なし

2018 年 なし なし Alpha TAU なし エレクタ なし なし なし なし

2019 年 なし なし ヘ カ バ イ オ，
Kay’s Japan

なし エレクタ，伊藤忠
商事

なし なし 伊藤忠商事 なし

大西 洋
（山梨大学）

2017 年 なし エイペックス
メディカル

なし なし 小野薬品工業，東
芝メディカル

メディネット山梨，
富士製薬

なし 小野薬品工業 メディネット
山梨

2018 年 なし エイペックス
メディカル

なし なし 小野薬品工業 なし 甲府脳神経外
科

なし メディネット
山梨，日本ア
キュレイ

2019 年 なし エイペックス
メディカル

アストラゼネカ なし エ イ ペ ッ ク ス メ
ディカル

メディネット山梨，
エーザイ，第一三共

なし なし メディネット
山梨，エーザ
イ，第一三共

大屋 夏生
（熊本大学）

2018 年 なし なし なし なし なし エレクタ なし なし なし

2019 年 なし なし なし なし なし エ レ ク タ，日 本 ア
キュレイ，日立製作
所ヘルスケアビジネ
スユニット

フ ィ リ ッ プ
ス・ジャパン

なし なし

鬼丸 力也
（北海道大学）

2017 年 なし なし なし なし なし なし なし 日立製作所 日立製作所，
島津製作所

2018 年 なし なし なし なし なし なし なし 日立製作所 日立製作所，
島津製作所

2019 年 なし なし なし なし なし なし なし 日立製作所 日立製作所，
島津製作所

加藤 真吾
（埼玉医科大
学国際医療セ
ンター）

2019 年 なし なし なし なし なし AR アドバンストテ
クノロジ

なし なし なし

木村 智樹
（広島大学）

2018 年 なし なし アストラゼネカ なし なし なし なし なし なし

2019 年 なし なし アストラゼネカ なし なし なし なし なし なし

小久保 雅樹
（神戸市立医
療センター中
央病院）

2018 年 なし なし アストラゼネカ なし なし なし なし なし なし

2019 年 なし なし アストラゼネカ なし なし なし なし なし なし

小塚 拓洋
（虎の門病院）

2019 年 なし なし アストラゼネカ なし なし なし なし なし なし

小宮山 貴史
（山梨大学）

2017 年 なし なし なし なし なし なし なし 小野薬品工業 メディネット
山梨

2018 年 なし なし なし なし なし なし なし なし メディネット
山梨，日本ア
キュレイ

2019 年 なし なし なし なし なし なし なし なし メディネット
山梨，エーザ
イ，第一三共
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櫻井 英幸
（筑波大学）

2017 年 なし なし なし なし 立山マシン，日立
製作所

なし なし なし なし

2018 年 なし なし なし なし 日立製作所，ハー
モナイズ，立山マ
シン

なし なし なし なし

2019 年 なし なし なし なし 日立製作所ヘルス
ケ ア ビ ジ ネ ス ユ
ニット，ハーモナ
イズ，立山マシン

なし なし なし なし

笹井 啓資
（順天堂大学）

2017 年 なし なし なし なし 東芝メディカルシ
ステムズ

なし なし なし なし

2018 年 なし なし なし なし キヤノンメディカ
ルシステムズ

なし なし なし なし

2019 年 なし なし なし なし キヤノンメディカ
ルシステムズ

なし なし なし なし

神宮 啓一
（東北大学）

2019 年 なし なし バリアンメディ
カルシステムズ

なし なし なし なし なし なし

全田 貞幹
（国立がん研
究センター東
病院）

2019 年 なし なし メ ル ク バ イ オ
ファーマ

なし なし なし なし なし なし

辻野 佳世子
（兵庫県立が
んセンター）

2018 年 なし なし アストラゼネカ なし なし なし なし なし なし

2019 年 なし なし アストラゼネカ なし なし なし なし なし なし

中川 恵一
（東京大学）

2017 年 なし なし なし なし なし なし なし なし エ レ ク タ，
ヴォーパル・
テクノロジー
ズ

2018 年 なし なし なし なし アキュレイ，シャ
チハタ

エレクタ なし なし エレクタ

2019 年 なし なし なし なし シャチハタ エレクタ なし なし エレクタ

永田 靖
（広島大学）

2019 年 なし なし アストラゼネカ なし なし なし なし なし なし

中村 和正
（浜松医科大
学）

2017 年 なし なし バイエル薬品 なし なし なし なし なし なし

中山 優子
（国立がん研
究センター）

2018 年 なし なし アストラゼネカ なし なし なし なし なし なし

2019 年 なし なし アストラゼネカ なし なし なし なし なし なし

新部 譲
（久留米大学）

2019 年 なし なし なし なし なし なし 岡山県 なし なし

二瓶 圭二
（大阪医科大
学）

2019 年 なし なし アストラゼネカ なし なし なし なし なし なし

原田 英幸
（静岡がんセ
ンター）

2018 年 なし なし アストラゼネカ なし なし なし なし なし なし

2019 年 なし なし アストラゼネカ なし なし なし なし なし なし

松尾 政之
（岐阜大学）

2017 年 なし なし なし なし 日本メジフィジッ
クス，近土写真製
版

富 士 フ イ ル ム RI
ファーマ，日本メジ
フィジックス，アス
テラス製薬，第一三
共，テルモ

なし なし なし

2018 年 なし なし なし なし 根本杏林堂 日本メジフィジック
ス，富士フイルム RI
ファーマ，第一三共，
ゲルべ・ジャパン，
テルモ

なし なし なし

2019 年 GRC なし なし なし なし 日本メジフィジック
ス，富士フイルム富
山 化 学，ゲ ル べ・
ジャパン

なし なし なし

溝脇 尚志
（京都大学）

2017 年 なし なし なし なし なし 三菱重工業 なし なし なし

2018 年 なし なし ヤンセンファー
マ

なし バリアンメディカ
ルシステムズ

なし なし なし なし

2019 年 なし なし バリアンメディ
カルシステムズ

なし バリアンメディカ
ルシステムズ

なし なし なし なし

山崎 秀哉
（京都府立医
科大学）

2019 年 なし なし なし なし なし なし 福島 S i C 応
用技研

なし なし

吉村 亮一
（東京医科歯
科大学）

2018 年 なし なし ヘカバイオ なし なし なし なし なし なし
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ガイドライン委員会（50 音順）

ガイドライン委員長

秋元　哲夫
ガイドライン改訂委員長

中山　優子

総　　論
章責任者

大西　　洋　山梨大学	 小宮山　貴史　山梨大学
ワーキンググループ委員

太田　誠一　京都府立医科大学	 小口　　宏　名古屋大学大学院医学研究科
鬼丸　力也　斗南病院	 黒岡　将彦　東京医科大学病院
小久保雅樹　神戸市立医療センター中央市民病院	 武居　秀行　筑波大学
遠山　尚紀　東京ベイ先端医療・幕張クリニック	 中村　光宏　京都大学大学院医学研究科
新部　　譲　久留米大学	 西淵いくの　広島大学

中枢神経
章責任者

徳丸　直郎　兵庫県立粒子線医療センター
ワーキンググループ委員

青山　英史　北海道大学	 岩田　宏満　名古屋陽子線治療センター
太田　　篤　新潟大学	 荻野　浩幸　名古屋陽子線治療センター
多湖　正夫　帝京大学医学部附属溝口病院	 田中　秀和　山口大学
中川　恵一　東京大学	 林　　靖之　日赤長崎原爆病院
前林　勝也　日本医科大学	 松尾　政之　岐阜大学

頭頸部
章責任者

吉村　亮一　東京医科歯科大学
ワーキンググループ委員

浅井佳央里　九州大学	 内田　伸恵　東京都済生会中央病院
太田　陽介　兵庫県立がんセンター	 小川　洋史　静岡県立静岡がんセンター
古平　　毅　愛知県がんセンター病院	 全田　貞幹　国立がん研究センター東病院
高山香名子　南東北がん陽子線治療センター	 出水　祐介　兵庫県立神戸陽子線センター
戸田　一真　東京医科歯科大学	 中村　聡明　関西医科大学
福原　　昇　川崎市立井田病院	 不破　信和　伊勢赤十字病院
村上　祐司　広島大学	 茂木　　厚　国立がん研究センター東病院
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胸　　部
章責任者

小宮山貴史　山梨大学
ワーキンググループ委員

板澤　朋子　聖路加国際病院	 小川　和彦　大阪大学
淡河恵津世　久留米大学	 加賀美芳和　昭和大学
関口　建次　苑田会放射線クリニック	 永田　　靖　広島大学
中山　優子　国立がん研究センター中央病院	 早川　和重　災害医療センター
山内智香子　滋賀県立総合病院

消化器
章責任者

辻野佳世子　兵庫県立がんセンター
ワーキンググループ委員

伊藤　芳紀　昭和大学	 小川　洋史　静岡県立静岡がんセンター
唐澤　克之　がん・感染症センター都立駒込病院	 櫻井　英幸　筑波大学
神宮　啓一　東北大学	 二瓶　圭二　大阪医科大学
福光　延吉　兵庫県立神戸陽子線センター	 室伏　景子　がん・感染症センター都立駒込病院
山崎　秀哉　京都府立医科大学

泌尿器
章責任者

秋元　哲夫　国立がん研究センター東病院
ワーキンググループ委員

石川　　仁　量子科学技術研究開発機構	QST病院	 石山　博條　北里大学
大橋　俊夫　慶應義塾大学	 小塚　拓洋　虎の門病院
坂田　耕一　札幌医科大学	 笹井　啓資　順天堂大学
中村　和正　浜松医科大学	 溝脇　尚志　京都大学
吉岡　靖生　がん研究会有明病院	 萬　　篤憲　東京医療センター
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章責任者

戸板　孝文　沖縄県立中部病院
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生島　仁史　徳島大学	 礒橋　文明　大阪大学
大野　達也　群馬大学	 加藤　真吾　埼玉医科大学国際医療センター
兼安　祐子　福山医療センター	 幡多　政治　横浜市立大学
若月　　優　量子科学技術研究開発機構	QST病院	 渡辺　未歩　千葉大学

血液・リンパ・皮膚・骨・軟部
章担当者

大屋　夏生　熊本大学
ワーキンググループ委員

磯部　公一　東邦大学医療センター佐倉病院	 伊丹　　純　国立がん研究センター中央病院
今井　礼子　量子科学技術研究開発機構	QST病院	 小口　正彦　がん研究会有明病院
小泉　雅彦　大阪大学	 長谷川正俊　奈良県立医科大学
鹿間　直人　順天堂大学
協力委員

江島　泰生　獨協医科大学	 鎌田　　正　神奈川県立がんセンター

小　　児
章責任者

淡河恵津世　久留米大学
ワーキンググループ委員

小林　雅夫　東京慈恵会医科大学	 角　美奈子　東京都健康長寿医療センター
副島　俊典　兵庫県立神戸陽子線センター	 野崎美和子　獨協医科大学埼玉医療センター
藤　　　浩　国立成育医療研究センター	 正木　英一　相澤病院

緩　　和
章責任者

木村　智樹　広島大学
ワーキンググループ委員

青山　英史　北海道大学	 秋庭　健志　東海大学
高橋　健夫　埼玉医科大学総合医療センター	 永倉　久泰　KKR札幌医療センター
中村　直樹　聖マリアンナ医科大学	 橋本弥一郎　東京女子医科大学
原田　英幸　静岡県立静岡がんセンター
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良性疾患
章責任者

吉田　賢史　鳥取大学
ワーキンググループ委員

岸　　和史　北海道大野記念病院	 栗林　茂彦　東京女子医科大学
冨士原将之　兵庫医科大学	 余田　栄作　川崎医科大学
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